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２０１６年３月３０日 
各 位 

会 社 名 株 式 会 社 日 立 物 流 
代表者名 執 行 役 社 長  中 谷  康 夫 
 (コード番号 9086、東証第 1 部) 
問合せ先 グローバル経営戦略本部 広報部 
 部 長  高 岡  勲 
 ( T E L： 0 3－ 5 6 3 4－ 0 3 5 7 ) 
会 社 名 ＳＧホールディングス株式会社 
代表者名 代表取締役社長 町田 公志 
問合せ先 総務部 広報・CSR ユニット 
 シニアマネジャー 幡谷 剛 
 ( T E L ： 0 3 - 5 6 7 7 - 1 5 8 7 ) 

 
 

日立物流､ＳＧホールディングス及び佐川急便の戦略的資本業務提携､株式の売出し 

並びに日立物流の親会社、その他の関係会社及び主要株主の異動に関するお知らせ 

 
株式会社日立物流(本社：東京都江東区、執行役社長：中谷康夫、以下｢日立物流｣といいます。)、ＳＧホー

ルディングス株式会社(本社：京都府京都市、代表取締役社長：町田公志、以下｢ＳＧホールディングス｣とい

います。)及び佐川急便株式会社(本社：京都府京都市、代表取締役社長：荒木秀夫、以下｢佐川急便｣といい、

日立物流並びにＳＧホールディングス及び佐川急便を合わせて「両社」といいます。)は、本日開催の両社の

取締役会において、以下のとおり、両社の間で資本業務提携を行うことを決議し、資本業務提携契約(以下｢本

資本業務提携契約｣といい、これに基づく資本業務提携を｢本資本業務提携｣といいます。)を締結しましたので、

お知らせいたします。 

これに伴い、ＳＧホールディングスが、日立物流に対して、佐川急便株式の一部を譲渡する契約を同社と締

結しました。 

また、日立物流の親会社である株式会社日立製作所(本社：東京都千代田区、執行役社長兼 COO：東原敏昭、

以下｢日立製作所｣といいます。)が、ＳＧホールディングスに対して、日立物流株式の一部を譲渡する契約を

同社と締結しました。 

この譲渡は、日立物流株式の売出しに該当し、また、この譲渡によって、日立物流の親会社、その他の関係

会社及び主要株主に異動が生じることになりますので、あわせてお知らせいたします。 

 
Ⅰ．本資本業務提携契約の締結 

 
1．本資本業務提携の理由 

日立物流は、1950 年、日立製作所の輸送業務を請負う物流子会社として創業し、同社工場構内・発送業務

の一括受託、国内外における超重量物の輸送を引き受けるなどして業容を拡大してきました。また、物流情

報システムの構築に早期から取り組み、企業の物流業務を包括的に受託するサービス(３ＰＬ(*1))を充実さ

せ、日立製作所グループ以外のお客様からの取り扱い実績も拡大させてきました。現在、スマートロジステ

ィクス(*2)の事業コンセプトのもと、｢ロジスティクスソリューション｣に加え、｢IT・LT(*3)ソリューション｣

を駆使することにより、『顧客と新たな価値を協創しともに世界に挑む、Global Supply Chain Solutions 

Provider』をめざし、グローバル市場に挑戦しております。 

ＳＧホールディングスグループは、佐川急便を中核に構成された企業グループであり、デリバリー事業、

ロジスティクス事業及び不動産事業などの事業分野でビジネスを展開しております。現在、ＳＧホールディ

ングスグループは、グループ経営ビジョン｢グループ内外の経営資源活用と連携深化で新たな価値を創造し、

経営基盤強化と永続的な成長を目指します｣を掲げ、総合物流ソリューションの進化と生産性向上による持続

的成長基盤の整備や、海外事業基盤の強化と国内事業との一体展開によるグローバル物流ネットワークの確

立を目指しております。これらの方針のもと、佐川急便では、スマート納品(*4)等の戦略的商品の導入や、

ＳＧホールディングスグループ各社から横断的に構成され、新たな物流提案を行う先進的ロジスティクス・

プロジェクトチーム｢GOAL（Go Advanced Logistics）｣の展開など、多様化する顧客ニーズに対応する取り組

みを行っております。 
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両社が属する物流業界は、日本の社会インフラを根本から支える重要な役割を担っている一方、特に国内

貨物需要の伸び悩み、人手不足に起因する人件費を始めとしたコストの増加等、経営環境は依然として厳し

い状況が続いております。加えて、昨今では、より一層進展したグローバル化に伴うシームレスな国内・海

外一貫物流や急増する通信販売における時間指定配送といったようなお客様のニーズの高度化、多様化によ

り、物流企業にかけられる期待は益々大きなものになっております。 

両社はその社会的な使命を全うするために、さらに強固な事業基盤を構築し、国内屈指の競争力を有する

企業へと成長することが必要であるとの共通認識にもとづき、様々な協議を進めてまいりました。その協議

の結果、今般、世界で戦う日本企業の競争力向上に寄与するべく、両社の強みの融合をめざした戦略的施策

の実現を企図して本資本業務提携を行うことに合意いたしました。 

*1：Third-party logistics の略。材料・部品の調達、工場での生産、販売を情報システムの活用により、相互に連携・管理

し、なおかつコスト低減して効率よく運営するために包括して物流業務を受託する事業のことです。 

*2：高度な物流技術･現場ノウハウと多様なサービスメニューによる安全・安心・グリーン・グローバル・ワンストップな物

流サービスです。日立物流グループで蓄積したシステム物流(３ＰＬ)、重量・機工、フォワーディングを三位一体として

ご提供する総合物流サービスです。 

*3：Logistics Technology の略。 

*4：深夜・早朝を含む時間帯別納品の提供、及び商品カテゴリー別・ロケーション別に事前の仕分けなどを佐川急便の中継セ

ンター・営業所などの大型施設で行い納品することで、お客様の庫内作業における業務工数の削減により作業負荷軽減を

可能とするサービスです。 

 
2．本資本業務提携の内容等 

両社は互いに補完できる関係にあり、｢" ロジスティクス事業 "と" デリバリー事業 "の融合｣をテーマに

掲げ、双方の３ＰＬ事業における強み、豊富なノウハウや顧客基盤、佐川急便の輸配送能力、日立物流のロ

ジスティクス・テクノロジーとを最大限に活用してまいります。これらにより、３ＰＬとデリバリーがシー

ムレスにつながる総合物流の提供が可能となり、｢世界に挑戦する物流企業｣として、企業価値の最大化を図

ることのみならず、物流業界が担う社会的な使命に応えていけるものと確信しております。 

両社は、このような｢めざすべき姿｣を達成するために、以下の内容で本資本業務提携を行うことに合意い

たしました。 

 
(1) 業務提携の内容 

 両社は以下の内容の業務提携を実施する予定ですが、その具体的な方針及び内容等につきましては、今後

も継続して両社間で協議を進める予定です。 

① 相互の顧客基盤を活用した営業連携による提案力の強化及び事業拡大 

② 車両集中管理やセンターの共同活用による稼働率向上と効率性の追求 

③ 両社の IT・LT 技術を駆使した最先端物流への取り組み 

④ アジアを中心としたグローバル事業の強化（フォワーディング事業やクロスボーダー輸送の連携等） 

⑤ リソース（不動産事業・システム事業等)の相互活用と連携による周辺事業の強化 

 
(2) 資本提携の内容 

 日立物流は、ＳＧホールディングスから佐川急便株式 10,655,240 株(取得価額 6,224 円、発行済株式総数

比(自己株式を除く)20.0％、議決権所有割合 20.0％)を取得いたします。また、ＳＧホールディングスは、

日立製作所から日立物流株式32,349,700株(取得価額2,707円、発行済株式総数比(自己株式を除く) 29.0％、

議決権所有割合 29.0％)を市場外の相対取引により取得いたします。 

 

なお、業務提携に関する協議を円滑かつ迅速に推進し、早期のシナジー創出に向けて、業務提携を推進す

るためのプロジェクトチームを設置いたします。また、本資本業務提携の成果を踏まえ、両社の経営統合の

可能性について協議・検討してまいります。 

 

3．当事会社の概要 

(1) 日立物流の概要 

① 名称 株式会社日立物流 

② 所在地 東京都江東区東陽七丁目 2番 18 号 

③ 代表者の役職・氏名 執行役社長 中谷 康夫 

④ 事業内容 総合物流サービス業 
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⑤ 資本金 16,802 百万円 

⑥ 設立年月日 1959 年 8 月 7日 

⑦ 大株主及び持株比率

(2015 年 9 月 30 日現在) 

株式会社日立製作所 53.19％

株式会社日立アーバンインベストメント 5.70％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 3.63％

全国共済農業協同組合連合会 2.50％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 2.45％

ジェーピー モルガン チェース バンク 385093 1.77％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口 9) 1.49％

日立物流社員持株会 1.31％

ｽﾃｰﾄ ｽﾄﾘｰﾄ ﾊﾞﾝｸ ｱﾝﾄﾞ ﾄﾗｽﾄ ｶﾝﾊﾟﾆｰ 505223 1.12％

福山通運株式会社 0.93％

⑧ 日立物流とＳＧホー

ルディングス及び佐川急

便との間の関係 

資本関係 佐川急便は日立物流株式 100 株を保有しております。 

(2016 年 3 月 30 日現在) 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 日立物流とＳＧホールディングスの連結子会社である佐川

急便等との間では、運送業務等のサービスを相互に提供し、

営業取引を行っております。 

関連当事者へ

の該当状況 
該当事項はありません。 

⑨ 日立物流の最近 3年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2013年3月期(日本基準) 2014 年 3 月期(IFRS) 2015 年 3 月期(IFRS) 

親会社株主持分 169,327 百万円 174,295 百万円 184,830 百万円

総資産 374,206 百万円 434,796 百万円 459,386 百万円

1株当たり親会社株主持分 1,517.93 円 1,562.47 円 1,656.91 円

売上収益 547,517 百万円 625,466 百万円 678,573 百万円

営業利益 19,535 百万円 15,590 百万円 21,465 百万円

親会社株主に帰属する 

当期利益 
11,156 百万円 5,338 百万円 13,250 百万円

基本的 1 株当たり親会社

株主に帰属する当期利益 
100.01 円 47.85 円 118.78 円

1 株当たり配当金 25 円 26 円 28 円

(注) 連結財務諸表について、2015 年 3 月期の有価証券報告書より従来の日本基準に替え、国際財務報告基準

(以下｢IFRS｣といいます。)を任意適用しております。また、2014 年 3 月期については IFRS(金融商品取引

法第 193 条の 2第 1項の規定に基づく監査済み)、2013 年 3 月期については日本基準に基づいた連結経営

指標等をそれぞれ記載しております。 

(注) 2013 年 3 月期は、親会社株主持分は純資産から少数株主持分を除いたもの、1 株当たり親会社株主持分

は 1株当たり純資産、売上収益は売上高、親会社株主に帰属する当期利益は当期純利益、基本的 1株当た

り親会社株主に帰属する当期利益は 1株当たり当期純利益と読み替えの上、それぞれ記載しております。 

 
(2) ＳＧホールディングスの概要 

① 名称 ＳＧホールディングス株式会社 

② 所在地 京都市南区上鳥羽角田町 68 番地 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役会長 栗和田 榮一  代表取締役社長 町田 公志 

④ 事業内容 グループ経営戦略策定・管理並びにそれらに付帯する業務 

⑤ 資本金 11,882 百万円 

⑥ 設立年月日 2006 年 3 月 21 日 

⑦ 大株主及び持株比率 ＳＧホールディングスグループ従業員持株会 27.03％

新生興産株式会社 11.83％

公益財団法人佐川美術館 7.56％

栗和田 榮一 5.00％

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 4.67％
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⑧ ＳＧホールディング

スと日立物流との間の関

係 

資本関係 日立物流株式 100 株を間接保有しております。 

(2016 年 3 月 30 日現在) 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 ＳＧホールディングスの連結子会社である佐川急便等と日

立物流の間では、運送業務等のサービスを相互に提供し、営

業取引を行っております。 

関連当事者へ

の該当状況 
該当事項はありません。 

⑨ ＳＧホールディングスの最近 3年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2013 年 3 月期 2014 年 3 月期 2015 年 3 月期 

連結純資産 166,119 百万円 179,127 百万円 207,547 百万円

連結総資産 557,798 百万円 559,469 百万円 585,230 百万円

1株当たり連結純資産 1,538.48 円 1,688.37 円 1,924.69 円

連結営業収益 871,388 百万円 835,086 百万円 857,449 百万円

連結営業利益 31,027 百万円 43,383 百万円 45,594 百万円

連結経常利益 28,687 百万円 40,764 百万円 43,901 百万円

連結当期純利益 23,430 百万円 16,651 百万円 24,815 百万円

1株当たり当期純利益 215.10 円 152.48 円 232.42 円

1 株当たり配当金 21.00 円 23.00 円 26.00 円

 
(3) 佐川急便の概要 

① 名称 佐川急便株式会社 

② 所在地 京都市南区上鳥羽角田町 68 番地 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 荒木 秀夫 

④ 事業内容 宅配便など各種輸送にかかわる事業 

⑤ 資本金 11,275 百万円 

⑥ 設立年月日 1965 年 11 月 24 日 

⑦ 大株主及び持株比率 ＳＧホールディングス株式会社 100％ 

⑧ 佐川急便と日立物流

との間の関係 

資本関係 日立物流株式 100 株を保有しております。 

(2016 年 3 月 30 日現在) 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 佐川急便と日立物流の間では、運送業務のサービスを相互に

提供し、営業取引を行っております。 

関連当事者へ

の該当状況 
該当事項はありません。 

⑨ 佐川急便の最近 3年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2013 年 3 月期 2014 年 3 月期 2015 年 3 月期 

純資産 113,721 百万円 119,473 百万円 131,585 百万円

総資産 259,975 百万円 249,292 百万円 267,983 百万円

営業収益 775,848 百万円 727,034 百万円 728,427 百万円

営業利益 18,590 百万円 28,148 百万円 30,076 百万円

経常利益 19,447 百万円 29,745 百万円 31,333 百万円

当期純利益 18,415 百万円 12,625 百万円 18,783 百万円

 
4．本資本業務提携の日程 

(1) 取締役会決議日 2016 年 3 月 30 日 

(2) 本資本業務提携契約締結日 2016 年 3 月 30 日 

(3) 日立物流株式の譲渡実行日 2016 年 5 月 19 日(予定)* 

(4) 佐川急便株式の譲渡実行日 2016 年 5 月 20 日(予定)* 

(注) 株式譲渡の実行につきましては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律に基づく公正取引委

員会の企業結合審査の結果、排除措置命令を行わない旨の通知を受けること等が前提です。 
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5．今後の見通し 

本資本業務提携が日立物流の当期の業績に与える影響は軽微です。今後、日立物流の業績に重要な影響を

及ぼすことが明らかになった場合には、速やかにお知らせいたします。 

 
Ⅱ．株式の売出し 

 
1．売出要領 

(1) 売出株式数 日立物流株式 32,349,700 株 

(2) 売出価格 1 株当たり 2,707 円 

(3) 売出価額の総額 総額 87,570,637,900 円 

(4) 売出株式の所有者及

び売出株式数 
日立製作所 32,349,700 株 

(5) 売出方法 日立製作所によるＳＧホールディングスに対する日立物流株式の譲渡 

(6) 申込期間 2016 年 3 月 30 日 

(7) 受渡期日 2016 年 5 月 24 日(予定) 

(8) 申込証拠金 該当事項はありません。 

(9) 申込株式数単位 32,349,700 株 

(10) その他 上記各号については、金融商品取引法に定める有価証券通知書を提出してお

ります。 

(注) 上記の売出価格については、上記(5)に記載の当事者間において協議のうえ、決定されております。 

 
2．売出しの目的 

本資本業務提携に伴い、日立製作所とＳＧホールディングスとの間で日立物流株式を市場外の相対取引によ

り譲渡する契約が締結されたことから、関係法令の定める手続に則り、売出しにより譲渡を行うことを目的と

するものであります。 

 
Ⅲ．親会社、その他の関係会社及び主要株主の異動 

 

1．異動予定年月日 

2016 年 5 月 19 日(予定) 

 
2．異動が生じる経緯 

上記の｢Ⅰ．本資本業務提携契約の締結｣及び｢Ⅱ．株式の売出し｣に記載のとおり、日立物流の親会社である

日立製作所とＳＧホールディングスとの間で、日立製作所がその保有する日立物流株式のうち 32,349,700 株

をＳＧホールディングスに対して相対取引の方法により譲渡する契約が締結されたことから、関係法令に定め

る手続に則り、2016 年 3 月 30 日に売出しを行い、2016 年 5 月 19 日付で譲渡を行うこととなりました。その

結果、日立物流の親会社、その他の関係会社及び主要株主の異動が見込まれるものであります。 

 
3．異動する株主の概要 

(1) 日立物流の親会社に該当しなくなり、その他の関係会社となる株主の概要 

① 名称 株式会社日立製作所 

② 所在地 東京都千代田区丸の内一丁目 6番 6号 

③ 代表者の役職・氏名 執行役社長兼 COO 東原 敏昭 

④ 事業内容 電子電気機械器具等の製造・販売 

⑤ 資本金 458,790 百万円 

⑥ 設立年月日 1920 年 2 月 1日 

⑦ 親会社株主持分 2,942,281 百万円(2015 年 3 月 31 日現在) 

⑧ 総資産（連結） 12,433,727 百万円(2015 年 3 月 31 日現在) 

⑨ 大株主及び持株比率

(2015 年 9 月 30 日現在) 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 5.89％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 4.42％

日立グループ社員持株会 2.03％
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日本生命保険相互会社 1.93％

ｻﾞ ﾊﾞﾝｸ ｵﾌﾞ ﾆｭｰﾖｰｸ ﾒﾛﾝ ｴｽｴｰｴﾇﾌﾞｲ 10 1.69％

ｽﾃｰﾄ ｽﾄﾘｰﾄ ﾊﾞﾝｸ ｳｪｽﾄ ｸﾗｲｱﾝﾄ ﾄﾘｰﾃｨｰ 505234 1.52％

第一生命保険株式会社 1.48％

ｽﾃｰﾄ ｽﾄﾘｰﾄ ﾊﾞﾝｸ ｱﾝﾄﾞ ﾄﾗｽﾄ ｶﾝﾊﾟﾆｰ 505225 1.45％

ナッツ クムコ 1.45％

ｽﾃｰﾄ ｽﾄﾘｰﾄ ﾊﾞﾝｸ ｱﾝﾄﾞ ﾄﾗｽﾄ ｶﾝﾊﾟﾆｰ 505223 1.13％

⑩ 日立物流と日立製作

所との間の関係 

資本関係 日立製作所は日立物流株式 59,452,419 株(議決権所有割合

53.31％)を直接保有、6,368,859 株(議決権所有割合 5.71％)を

間接保有しております。(2015 年 9月 30 日現在) 

人的関係 日立製作所の役員を兼務している取締役 1 名、日立製作所グル

ープ企業の役員を兼務している取締役 1名がいる他、日立製作

所グループとの間で従業員の出向及び出向者の受け入れを行っ

ています。 

取引関係 日立製作所グループ間では、運送及び作業受託等の取引があり

ます。 

 
(2) 日立物流の主要株主及びその他の関係会社となる株主の概要 

① 名称 ＳＧホールディングス株式会社 

なお、所在地その他の概要につきましては、前述｢Ⅰ．3．(2)ＳＧホールディングスの概要｣をご参照くだ

さい。 

 
4．異動前後における当該株主の所有する議決権の数及び議決権所有割合 
(1) 日立製作所 

 属性 

議決権の数(議決権所有割合) 

(所有株式数) 
大株主

順位 
直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 

(2015年9月30日現在)
親会社 

594,524 個 

(53.31％) 

(59,452,419 株)

63,688 個 

(5.71％) 

(6,368,859 株) 

658,212 個 

(59.02％) 

(65,821,278 株)

第 1 位

異動後 
その他の

関係会社 

334,715 個 

(30.01％) 

(33,471,578 株)

0 個 

(0.00％) 

(0 株) 

334,715 個 

(30.01％) 

(33,471,578 株)

第 1 位

(注)1 議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数                     248,014 株 

    2015年 12月 31日現在の発行済株式総数                           111,776,714株 

  2 大株主順位は 2015 年 9 月 30 日現在の株主名簿に上記株式の異動等を考慮した後のものです。 

  3 日立製作所は、上記異動の前後を通じて日立物流の主要株主である筆頭株主であり、所有株式数の変

動による主要株主である筆頭株主の異動には該当しません。なお、日立製作所の 100％子会社である

株式会社日立アーバンインベストメントが保有している日立物流株式は、異動予定年月日より前に日

立製作所に移転される予定です。 

  4 上記｢議決権所有割合｣は小数点以下第三位を四捨五入して表示しております。 

 
(2) ＳＧホールディングス 

 属性 

議決権の数(議決権所有割合) 

(所有株式数) 
大株主

順位 
直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 － － 

1 個 

(0.00％) 

(100 株) 

1 個 

(0.00％) 

(100 株) 

－ 

異動後 

主要株主

その他の

関係会社 

323,497 個 

(29.01％) 

(32,349,700 株)

1 個 

(0.00％) 

(100 株) 

323,498 個 

(29.01％) 

(32,349,800 株)

第 2 位
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(注)1 議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数 248,014 株 

    2015 年 12 月 31 日現在の発行済株式総数 111,776,714 株 

  2 大株主順位は 2015 年 9 月 30 日現在の株主名簿に上記株式の異動等を考慮した後のものです。 

  3 上記｢議決権所有割合｣は小数点以下第三位を四捨五入して表示しております。 

 

5．開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無等 

日立製作所は、東京証券取引所及び名古屋証券取引所に上場しておりますので、開示対象となる非上場の親

会社等に該当しません。 

 
6．今後の見通し 

本異動が日立物流の当期の業績に与える影響は軽微です。なお、本資本業務提携が日立物流の業績に与える

影響については、｢Ⅰ．5．今後の見通し｣に記載のとおりです。 

 
(参考)日立物流の当期連結業績予想(2016 年 1 月 29 日公表分)及び前期連結実績     (単位：百万円) 

 
売上収益 営業利益 税引前利益 

親会社株主に帰属

する当期利益 

当期連結業績予想 

(2016 年 3 月期) 
690,000 27,000 25,700 15,000

前期連結実績 

(2015 年 3 月期) 
678,573 21,465 22,006 13,250

 
以 上 


